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特別調査結果 

 

－「仕事と子育ての両立支援」と「ゼロ金利政策解除の影響」について－ 

特別調査回収数４０９社 （回収率：４２．５％） 

 

 市内本社企業 市外本社企業 

 大企業 中堅企業 中小企業  
合 計 

製造業 
１７ 
（５２） 

１５ 
（３９） 

１５７ 
（３４０） 

１０ 
（３２） 

１９９ 
（４６３） 

非製造業 
２５ 
（６２） 

６４ 
（１３９） 

１０１ 
（２３７） 

２０ 
（６１） 

２１０ 
（４９９） 

合 計 
４２ 

（１１４） 

７９ 
（１７８） 

２５８ 
（５７７） 

３０ 
（９３） 

４０９ 
（９６２） 

     注 下段の（ ）内は発送企業数 

 

１ 仕事と子育ての両立支援について 
 
（１）仕事と子育ての両立支援に取り組む意義・メリット 
 仕事と子育ての両立支援に取り組む意義・メリットとしては「企業の社会的責任の一環として」（69.4％）、

「従業員への福利厚生として」（65.3％）が 60％を超える回答となっており、「優秀な人材の確保策とし

て」（45.7％）、「企業に対する従業員の愛着や信頼を高めるため」（35.8％）等がこれに続いている。 

 規模別にみると、「企業の社会的責任の一環として」、「優秀な人材の確保策として」は規模が大きいほど

回答率が高くなっており、両立支援策を社会貢献や積極的な人事戦略の一環として位置づけていることが

うかがえる。「従業員への福利厚生として」は中堅企業で最も回答率が高い。中小企業は「企業に対する従

業員の愛着や信頼を高めるため」が他の規模と比較して若干回答率が高くなっている。 

 
図 1 仕事と子育ての両立支援に取り組む意義・メリット（規模別：複数回答） 
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（２）仕事と子育ての両立支援に取り組む効果 
 仕事と子育ての両立支援の取り組みが経営全体にあたえるプラスの効果は、「大きな効果がある」

（3.3％）と「ある程度の効果がある」（35.5％）を合わせて、38.8％の企業が“プラスの効果がある”と

回答している。この一方で、「どちらともいえない」も40.9％に達しており、「あまり効果はない」（9.7％）、

「ほとんど効果はない」（10.5％）と“プラスの効果はない”とする企業も合計で２割程度みられる。 

 規模別にみると、規模が大きいほど“プラスの効果がある”という回答が高く、“プラスの効果がない”

という回答が低くなるという特徴が見られる。しかし、これは規模の小さい企業では“子育て”の対象社

員がいない場合も多いということも影響しているものと考えられる。 

 また、一般事業主行動計画の策定義務が生じる従業員規模301人以上の企業については「効果がある」

（56.0％）が最も多く50％を超えているが、300人未満の企業については「どちらともいえない」が43.7％

で最も多くなっており、従業員数が多い企業ほどプラスの効果を感じていることがみてとれる。 

 
図 2 仕事と子育ての両立支援に取り組む効果 
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（３）実施している（実施する予定の）取り組み 
 実施している（実施する予定がある）取り組みとしては、「有給休暇の半日単位での使用」（53.3％）が

最も高く 50％を超えており、これに続く「出産・入学祝などの一時金」（39.6％）、「残業時間の削減」

（37.7％）、「短時間勤務」（35.5％）なども 30％を超える企業で実施（または予定）されている。 

 一方で、「出産・育児で退職した従業員を再雇用」は17.5％、「復職後のキャリア継続のための支援」は

8.5％にとどまっている。 

 規模別にみると、ほとんどの項目で大企業が中堅企業、中小企業を上回っており、特に、「看護休暇」、

「短時間勤務」、「フレックスタイム」、「所定外労働の免除」等は大企業と中堅企業、中小企業で差が大き

い項目となっている。一方、中堅企業では、「出産・入学祝などの一時金」、「残業時間の削減」で大企業よ

りも高くなっており、中小企業は、ほとんどの項目で他の規模よりも低いが、「有給休暇の半日単位での使

用」、「残業時間の削減」については他の規模との格差が小さくなっている。 
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図 3 実施している（実施する予定の）取り組み（複数回答） 
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図 4 実施している（実施する予定の）取り組み（規模別：複数回答）：上位項目のみ 
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（４）行政に期待すること 

 仕事と子育ての両立支援を行う上で、行政に期待することは、「保育所・学童保育等の環境を整備」

（52.4％）、「両立支援に要する費用の補助・低利融資」（52.1％）の二項目が50％を超え、高い回答となっ

ている。これに、「社会全体の理解促進・啓発」（28.9％）、「両立支援策の円滑な導入に関するノウハウ提

供」（22.7％）等が続いているが、上位二項目との回答率は大きく離れている。 

 また、「両立支援策の円滑な導入に関するノウハウ提供」、「相談・情報提供」、「事業所向けの講習会」は、

規模が小さいほど回答率が高いという特徴がみられ、中小企業、中堅企業に、両立支援策の導入や運用に

対するノウハウの提供を希望する傾向がうかがえる。 

図 5 行政に期待すること（規模別：複数回答） 
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（５）育児休業・育児時間の取得状況 
 最近１年間で社員が育児休業、育児時間を取った実績のある企業の割合をみると、育児休業については、

女性は32.7％、男性は 4.1％となっており、男性は非常に低いものの、女性については30％を超えている。 

 規模別にみると、女性については規模が大きいほど割合が高く、大企業では78.6％に達している。中堅

企業、中小企業は大企業とは大きな差がみられるが、これは“子育て”の対象社員の有無も大きく影響し

ているものと考えられる。 

 育児時間については、全体では女性14.1％、男性 2.3％と育児休業と比較すると取得実績のある企業の

割合は低くなっている。 

規模別にみると、育児休業と同様に規模が大きいほど取得実績のある企業の割合が高くなっている。 

図 6 育児休業・育児時間の取得者がいる企業の割合 
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 最近１年間における育児休業及び育児時間の取得人数については、取得実績のある企業当たりの平均で

みると、女性は育児休業が１企業当たり4.4人であり、育児時間は7.0人である。ただし、育児時間につ

いては市外本社企業における一部の回答企業に大量取得者がいる影響が出ており、大企業、中堅企業、中

小企業については、育児休業の方が育児時間よりも企業当たりの平均取得人数は多くなっている。また、

女性については規模が大きいほど取得者も多いが、市外本社企業を除けばそれほど人数の差は大きいもの

とはなっていない。また、男性については、育児休業、育児時間ともに平均で1.3人にとどまっている。 

図 7 育児休業・育児時間の取得人数（取得実績の企業の平均） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）今後の仕事と子育ての両立支援についての考え方 
 今後の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組みたいかどうかについては、「どちらともいえない」が

48.5％で最も高くなっている。「非常に積極的に取り組みたい」はほとんど回答がなかったが、「積極的に取

り組みたい」が31.7％で、「それほど積極的ではない」（9.6％）、「積極的ではない」（3.8％）の合計（13.4％）

を大きく上回った。 

 規模別にみると、規模が大きいほど「積極的に取り組みたい」が高くなっており、特に、大企業では、

「積極的に取り組みたい」が 57.1％にのぼり、他の規模よりも約 20 ポイント以上回答率が高くなってい

る。一方で中小企業では、「どちらともいえない」が 50％を超えていることから、企業が両立支援策に取

り組む必要性やメリットについて、啓発や理解促進を図る必要がある。 

 また、従業員規模301人以上の企業については「非常に積極的に取り組みたい」（4.2％）と「積極的に

取り組みたい」（66.2％）をあわせて、70.4％の企業が取り組みに意欲的な回答となっている。300人未満

の企業については「どちらともいえない」が53.3％で最も高くなっており、従業員数が多い企業ほど取り

組みに意欲的な傾向がうかがえる。 

図 8 今後の仕事と子育ての両立支援についての考え方 
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２ 「ゼロ金利政策解除」の影響について 

 

（１）「ゼロ金利政策解除」が今期の経営環境に与えた影響 
 平成 18年７月の「ゼロ金利政策解除」が市内企業の７～９月期の経営環境に与えた影響は、“マイナス

の影響”があった企業が「マイナス」（18.1％）と「ややマイナス」（33.7％）の合計で51.8％と 50％を超

え、「影響なし」（45.5％）を上回った。また、“プラスの影響”があったとする企業はほとんど見られなかっ

た。 

 業種別には大きな差異は見られない。 

 規模別にみると、「マイナス」と「ややマイナス」の合計では市内本社企業においてはそれほど差異がな

いものの、「マイナス」の回答は規模が小さいほど高くなっており、大企業では9.5％にとどまっているの

に対して、中堅企業では17.1％、中小企業では20.3％にのぼっている。一方、市外本社企業では、「影響

なし」（72.4％）に回答が集中した。 

 

図 9 「ゼロ金利政策解除」が今期の経営環境に与えた影響（業種別、規模別） 
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（２）ゼロ金利政策解除による具体的影響 
 ゼロ金利政策解除によるマイナスの影響（最もあてはまるもの１つ）としては、「負債の金利負担の増加」

に回答が集中しており、全体の83.4％に達している。この他では、「金融機関の融資条件の悪化」（7.3％）、

「顧客の需要減少」（4.1％）などが続いているが、回答率は 10％未満であり、「負債の金利負担の増加」

とは回答率の差が大きくなっている。 

 業種別では大きな差異は見られず、製造業、非製造業ともに「負債の金利負担の増加」が80％を超えて

いる。 

 規模別でも市内本社企業では回答に大きな差異はなく、いずれの規模でも「負債の金利負担の増加」に

80％以上の回答が集中している。 

 また、プラスの影響があったとした企業は非常に少なかったが、具体的な影響としては、「利息収入の増

加」等が６件の企業であげられており、最も多い回答であった。 
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図 10 「ゼロ金利政策解除」によるマイナスの影響（規模別） 
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図 11 「ゼロ金利政策解除」によるプラスの影響：回答件数（規模別：複数回答） 
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（３）「ゼロ金利政策解除」の将来の影響 
 ゼロ金利政策解除の将来（10～12月期以降）の影響については、「マイナス」（19.4％）と「ややマイナ

ス」（43.4％）を合わせて62.8％の企業が“マイナスの影響”を予想しており、「影響なし」は27.0％にと

どまっている。市内企業においては、今期（７～９月期）よりも将来についての方が「ゼロ金利政策解除」

によるマイナスの影響を懸念している企業がより多くなっている。 

 業種別にみると、非製造業の方が製造業よりも“マイナスの影響”をあげる企業が若干高くなっており、

逆に、「影響なし」が製造業よりも低くなっている。 

 規模別では、市内本社企業については“マイナスの影響”全体では大きな差異はないが、「マイナス」回

答は規模が小さいほど大きいという、今期についてと同様の特徴がみえる。 

図 12 「ゼロ金利政策解除」の将来の影響 
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